
第一次国民生活審議会「消費者保護組織および消費者教育に関する答申」

昭和41年11月５日

「消費者保護基本法」 昭和43年５月30日施行
・消費者の保護に関する施策を実施

「消費者基本法改正」 平成16年６月２日施行
・保護から自立支援へ

・消費者基本計画策定（5年ごと）

「消費者行政推進基本計画」 平成20年６月20日閣議決定
・消費者を主役とする舵取り役として消費者行政を一元化する新組織を創設

・「行政のパラダイム転換」

消費者庁設立 平成21年９月１日

消費者教育推進会議（消費者基本法第17条に基づく）平成22年11月～24年３月
・学校、地域、ターゲット別、震災時の消費行動をテーマに議論、中間とりまとめ

・体系化、学校での消費者教育、地域での消費者教育の3分科会で議論、「報告書」公表

「消費者教育の推進に関する法律」 平成24年８月22日成立、同12月13日施行
※ 法施行前に消費者教育推進のための体系的プログラム研究会開催、「消費者教育の体系イメージマップ」公表
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消費者庁に「消費者教育推進会議」設置 平成25年３月６日第１回会議
・ 委員相互の情報交換 ・ 「基本方針」作成・変更に意見

「消費者教育の推進に関する基本方針」 平成25年６月28日閣議決定
・ 消費者教育推進会議における更なる議論

・ 地方公共団体における消費者教育推進協議会の設置、消費者教育推進計画の策定等の取組

「消費者教育推進会議取りまとめ」 平成27年３月５日公表
・ 消費者市民社会における消費者の具体的行動例

・ 多様な担い手による消費者教育の実践に向けた事例の提示

・ 地域における多様な主体の連携・協働に向けた提案・事例の提示

「第二期消費者教育推進会議」 平成27年７月～平成29年６月
・ 「消費者教育の推進に関する基本的な方針」の見直しに向けた論点整理

・ 社会情勢等の変化に対応した課題

「第三期消費者教育推進会議」 平成29年８月～令和元年７月
・ 「消費者教育の推進に関する基本的な方針」の見直し

・若年者の消費者教育分科会 教員の指導力向上のための方策について取りまとめ 等

・地域における消費者教育の充実に向けた連携に関する分科会 消費者教育コーディネーターの役割等について取りまとめ

「消費者教育の推進に関する基本方針」変更 平成30年３月20日閣議決定
・ 社会情勢等の変化を踏まえた変更 ・ 重点的に取り組む喫緊の課題を「当面の重点事項」として提示

「第四期消費者教育推進会議」令和元年10月～令和３年９月

○ 消費者教育推進のこれまでの取組②














